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〔開議 午後 １時００分〕 

議長（真井紀夫議員） これより本日の会議を開きます。 

 ただいまの出席議員は１３名であります。よって、会議は成立いたしておりま

す。 

 最初に、議長の報告ですが、お手元の報告書は朗読を省略し、これより議事に

入ります。 

 本日の議事につきましては、お手元の議事日程第３号により取り進めたいと思

いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、日程第１、「会議録署名議員の指名」を行います。 

 本日の会議録署名議員は、会議規則第８７条の規定により、議長において６番、

濵中佳芳子議員、７番、三鬼和昭議員を指名いたします。 

 次に、日程第２、昨日に引き続き一般質問を行います。 

 最初に、１２番、三鬼孝之議員。 

〔１２番（三鬼孝之議員）登壇〕 

１２番（三鬼孝之議員） 通告に従って一般質問を行います。 

 尾鷲総合病院の経営形態のあり方について、まず、質問を行いたいと思います。 

 自治体病院の経営状況は、多くの識者が指摘しているように、良好なものでは

なく、９０％近い自治体病院が赤字経営であると言われております。どの自治体

病院であれ、多くの課題を抱えており、自治体病院経営課題の一つに、経営改革

を推進する人材の育成があり、病院の経営管理を補佐するアドバイザースタッフ

が不足しており、事務職員は自治体の人事ローテーションの一環として配属され

ていることも経営改善の足かせになっていると言われております。 

 自治体病院は、御承知のとおり、地方公営企業法の財務規定等、一部が適用さ

れる一部適用と、また、条例で定めることにより同法の規定の全てを適用する全

部適用が可能であり、尾鷲総合病院は一部適用で、市長が病院職員の人事権を有

しているところであります。 

 私は議員議席をいただいてから、尾鷲総合病院の事業会計の推移を昭和６２年

度決算から現代に至るまで、主たる項目を記録いたしておりますので、その一部

をまず、述べたいと思います。 

 平成１７年度から現在まで、医師不足で大変苦労をいたしております。過去の

医師の数は、最高が平成１０年度、１１年度、１２年度、１５年度が２８人の医

師がおりました。 
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 医業収益の最高が平成９年度の４８億３,７００万円、入院患者の最高の延べ

人員数は平成１１年度の８万７,９６３名、外来患者の最高の延べ人員は平成１

３年度の１６万８,５７１人を記録いたしております。 

 医師１人当たりの医業収益の最高値は平成２５年度に２億６,８７９万２,００

０円。損益の状況では、欠損金が平成１１年度に４億７,０００万円の最高の欠

損金を算出しております。純利益金につきましては、平成元年に１億７,３００

万円を算出し、昭和６２年度から平成２７年度までの黒字決算は、平成２年度、

６年度、７年度、８年度、１１年度と、平成元年度を含めて、計６年度の黒字経

営となっております。 

 既に一般会計からの繰入金につきましては、平成９年度に３条予算に３億９,

１００万円、４条予算に１億８,６００万円、計５億７,７００万円の繰入金の最

高額となっております。ちなみに過去２９年間の繰入金の１年を平均値であらわ

しますと、３億９,２００万円となっております。 

 現状の病院事業会計で問題になっている一時借入金では、昭和６２年度に最高

の４億円の借入金があり、それ以降は金額は控えますけれども、平成元年、３年

度、４年度、５年度、１１年度、１３年度、１４年度、１５年度までは、一時借

入金が記録されておりません。平成１６年度から平成２４年度までの９年間は、

一時借入金の実績はありませんでした。 

 最後に、繰越欠損金については、平成２５年度までの累積で４８億１,３００

万円が計上されており、平成２６年度の公営企業会計制度が新しい制度に改定さ

れた中で資本剰余金の取り崩しによって繰入欠損金が圧縮をし、平成２７年度で

は２７億８,７００万円の計上となっております。 

 このように、病院事業会計の推移と現状の中で尾鷲総合病院を存続させるとき、

今後の病院経営形態のあり方について真剣になって検討すべき時期に入っている

と私は思いますので、市長の病院経営に対する考え方をお尋ねいたしますけれど

も、経営形態については、一部適用のほか、全部適用を採用して、市長の任命に

よる病院事業管理者を置く方法なり、地方公営企業法第７条による指定管理者制

度の導入、地方独立行政法人化、民間譲渡などの選択肢がある中で、病院の自立

的な経営のためには経営形態はどうあるべきか、今、尾鷲総合病院はその岐路に

差しかかっていると推察いたしておりますので、市長の答弁を求めたいと思いま

す。 

 次に、放射線治療装置、リニアックの更新について質問をいたします。 
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 この件につきましては、病院当局は平成２６年３月に本格的に検討を始め、定

例会の生活文教常任委員会でも進捗状況を説明し、更新契約に理解を求めてきた

ところであります。 

 リニアックの更新事業については、昨年１２月議会でも、議員の皆さん、一般

質問で取り上げられており、私も平成２７年３月議会で質疑を行いましたけれど

も、現況の病院事業会計の経営状態や一時借入金が膨らむ中で、病院単独では無

理であるとの答弁でありました。 

 当初のリニアック導入は、平成１１年６月に導入し、以後、収支については、

１０年間の収支はマイナスでありましたけれども、平成２２年度からプラスに転

じ、以後５年間の平均の収支は黒字ですね。４８３万円となっております。 

 病院の医療行為で、放射線治療はがん治療の中で、手術、投薬と合わせた三本

柱の一つであり、リニアックの使用ができない状態の中で外科医師の確保も難し

いと言われておりますし、３年更新のがん診療連携推進病院の指定された中で、

総合病院にはなくてはならない、最重要医療施設であると思いますので、リニア

ック更新事業について市長の答弁を求めたいと思います。 

 次に、自治体会計改革と財政について質問をいたします。 

 人口減少と少子高齢化の加速で、地方財政を取り巻く環境は厳しさを増してお

ります。自治体の公会計は、現金主義による現金収支を記録する、いわゆる大福

帳で、家計簿に似た方法が中心であり、行政コストや固定資産のあり方が見えに

くいことから、自治体行財政の仕組みに民間企業の経営指標を導入して、もっと

効率のよい組織につくりかえるという構造改革によって、自治体会計を見直し、

総務省は平成２７年１月に地方公会計の統一的な基準を公表したところでありま

す。 

 基準としては、自治体が財務書類を作成する際に使う共通の物差しのことで、

２０１７年度までに統一基準に基づく財務書類４表、いわゆる貸借対照表、行政

コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書を作成するよう、各自治体に

求めております。 

 中でも重要なのが、資産勘定の固定資産台帳の作成であります。現行の現金主

義会計は、現金収支を記録するため、予算の執行管理には適しているが、資産勘

定の情報を正確に把握することができない点に問題点があります。自治体が保有

する資産残高の９割近くは固定資産であり、固定資産の運営管理に関するコスト

が地方財政に与える影響は極めて大きく、地方財政を管理する上で固定資産の正
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確な情報把握は欠かせないものであります。 

 このため、見直されている自治体公会計は、全ての自治体が固定資産台帳を整

備することが強く求められております。このことは固定資産の詳細な情報を記録

して、資産ごとに経年劣化後の現在価格などを網羅的に把握できるため、老朽化

した資産のうち、どの資産を優先し補修するかなど、判断材料となるためであり

ます。 

 自治体が抱える課題に対処するため、見直される自治体公会計は、適用に関し

て法的な拘束力はありませんけれども、自治体にとっては全ての住民が利害関係

者であり、財政の正確な情報は住民や議会が行政チェックをする上で欠かせない

ものであり、また、地方創生においても正しい会計情報をもとに財政を安定的に

運営することが前提となります。 

 自治体は新会計に移行し、住民に正しい情報を報告する義務と責任があること

から、尾鷲市においても平成２９年度からスタートする地方公会計の整備促進に

取り組まなければならないことから、自治体改革についての市長の答弁をいただ

きたいと思います。 

 最後に、三木浦コミュニティセンター建設についてお尋ねをいたします。 

 『地方自治の現代用語』を引用しますと、日本でコミュニティが社会的に注目

されるようになったのは、昭和４４年の国民生活審議会のコミュニティ問題小委

員会の答申、「コミュニティ――生活の場における人間性の回復――」として提

出を行った以降であるとなっております。 

 地域住民の生活圏整備の核として、コミュニティセンターの役割があります。

コミュニティセンターは昭和４５年ごろから国の補助事業として農山漁村に建設

が進められ、現代に至っております。 

 尾鷲市においては、各地区の公民館をコミュニティセンターとして名称変更し

たのが平成２０年４月１日からであります。コミュニティセンターは各地区の特

性を生かし、社会的、文化的に生涯学習活動の拠点として、地域にはなくてはな

らない重要な施設であります。現在、市内にはコミュニティセンター、集会所を

合わせて２３施設が建設されております。 

 三木浦地区のコミュニティセンターの建設については、当初、平成６年１０月

３日に審議会で建設に対する請願者が採択され、その後、平成２７年６月２６日

に陳情書が議長に提出され、平成２７年９月２８日に審議会で陳情書が採択され

ました。 
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 現在の三木浦地区のコミュニティセンターは、皆さん御承知のとおり、三木浦

漁村センターの間借りで、不自由な活動を余儀なくされております。さらに追い

打ちをかけるがごとく、現在の漁協の建物が老朽化のため、今月から４月末まで

の２カ月間の間に取り壊すことになっており、そのため、漁協の事務所が現在漁

村センターの１階に移転をし、漁協事務所として運営されている中、コミュニテ

ィセンターとしての活用がますます制約を受けるものと思われます。 

 建設についての過去のいきさつについてはさておき、三木浦では歴史的な旅館

が廃業し、長期に空き家状態になっていた建物が平成２７年３月に解体され、そ

の用地、１３９坪の土地が地縁団体三木浦町内会に寄附採納され、建設用地が確

保されたことから、平成２７年６月の陳情に至ったところでございますけれども、

三木浦地区の悲願でもありますコミュニティセンターの建設について取り組んで

いただくことを切にお願いするところでありますので、市長に御答弁をいただき

たいと思います。 

 以上で壇上からの質問を終わります。 

議長（真井紀夫議員） 市長。 

〔市長（岩田昭人君）登壇〕 

市長（岩田昭人君） まず、尾鷲総合病院の経営形態についてであります。 

 公立病院に期待される主な機能は、人口の少ない中山間地域や僻地における一

般医療の提供を初め、民間医療機関では採算性の確保が困難な救急、小児、周産

期などの不採算部門、また、高度医療機器を用いた医療の提供等が挙げられます。 

 地方公営企業の経営は独立採算を基本原則としておりますが、公共の福祉を担

う公立病院は救急や周産期医療などの不採算部門についても医療を提供すること

が求められていることから、病院単体での黒字化は困難であります。 

 そのため、全国の公立病院の運営につきましては、国が示す繰出基準に基づき

一般会計から繰り出しを行い、さらに、病院単体の収支をもって賄い切れない費

用を、一般会計から繰り出しを行っている事例が多く見られます。 

 尾鷲総合病院につきましても、公共の福祉の増進に向け、救急医療や高度医療

など、採算ベースに乗らない医療体制についても、地域の皆様の御期待に応えて

いくという公立病院としての役割を担ってきているものと認識しております。 

 しかしながら、病院経営におきましては、平成２５年度から一時借入金を借り

越しする厳しい経営状況が続く中、東紀州地域の過疎、少子高齢化の進展に伴う

医療圏人口の減少により、今後の病院経営がますます厳しくなることが予想され
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ます。 

 従来、尾鷲総合病院への繰り出しにつきましては、一般会計の財政運営も厳し

いことから、昨年度以前は繰出基準額どおりの繰り出しは行っておりませんでし

た。しかしながら、現在の病院経営の状況から、一時借入金の返済見込みが容易

ではないと判断したため、本年度は繰出基準どおりの繰出金に加え、経営改善の

ための繰出金１億円を増額し、さらに、新年度予算におきましても総額５億円を

繰り出す予算を計上しているところであります。 

 公立病院の経営形態につきましては、公立病院改革プランにおいて示されてお

りますが、それぞれ利点や課題等があり、留意する必要があります。 

 まず第１に、地方公営企業法の全部適用であります。 

 現在、尾鷲総合病院は、地方公営企業法のうち、財務規定等のみを適用してお

りますが、同法の規定を全部適用するものであります。これにより病院事業管理

者を設置し、人事、予算等に係る権限が付与され、より自立的な経営が可能とな

ることが期待されます。 

 ただし、地方公営企業法の全部適用につきましては、比較的取り組みやすい反

面、経営の自由度拡大の範囲が限定的であることや、医師が事業管理者となった

場合には、現状よりも経営面や人事面においても負担が大きくなることが課題と

なります。 

 第２に、指定管理者制度の導入であります。 

 日本赤十字社等の公的医療機関や大学病院、社会福祉法人等の民間の医療法人

等を指定管理者として指定することで、民間的な経営手法の導入が期待されます。

指定管理者制度を導入するに当たっては、安定的に運営するために長期に契約す

ることになるため、導入する前に提供されるべき医療の内容、委託料の水準と指

定管理者にかかわる諸条件について、事前に十分協議し、相互に確認しておくこ

とが必要であり、また、病院施設の適切な管理が確保されるよう、市においても

事業報告書の聴取、実地の調査等を通じて、管理の実態を把握し、必要な指示を

行うことが求められます。 

 第３に、地方独立行政法人化であります。 

 非公務員型の地方独立行政法人化は、地方独立行政法人法の規定に基づき、地

方独立行政法人を設立し、経営を譲渡するものであります。市とは別の法人格を

有する経営主体に経営が委ねられることにより、市が直営で事業を実施する場合

に比べ、予算、契約、人事などの面で、より自立的、弾力的な経営が可能となり
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ます。 

 ただし、法人格を有することにより、地方公営企業法等の適用がなくなり、新

たに法人としてのさまざまな規定を設ける必要があります。 

 第４に、民間譲渡であります。 

 民間の医療法人等に譲渡し、その経営を委ねることでありますが、採算確保が

難しい地域であるため、事業譲渡後に採算がとれない場合は撤退することも懸念

されます。 

 第５に、地域医療構想区域における医療や介護の連携を推進するため、地域医

療連携推進法人制度が平成２９年４月に施行されます。この制度の利点は、医薬

品や医療機器などを共同で購入することにより経費の削減や、研究や研修などを

共同で行うことによる職員のスキルアップが考えられます。さらに、単体の病院

ではできなかった専門的な医療についても、医師の配置がえにより集約化するこ

とで、それぞれの病院が専門性のある医療を提供することができます。 

 ただし、それぞれの運営主体が違うため、意見の集約化を図ることが難しく、

特にこの地域は医療圏全体が医師不足であることから、医師の配置については多

くの議論が必要になることが予想されます。 

 このように、それぞれにおいて利点や課題等がありますが、尾鷲総合病院が将

来にわたり持続可能な病院運営を行うためには、どのような経営形態が最適であ

るか検討すべき時期に来ていると思っております。 

 リニアック装置は平成１０年度に導入し、１８年間使用しておりましたが、昨

年２月に機能が低下し、修理が不能であるため、放射線治療が行えなくなりまし

た。現在、放射線治療を行う患者さんは、松阪や伊勢、あるいは新宮に通院せざ

るを得なくなり、患者さん自身の体の負担に加え、高速道路やＪＲ料金などの交

通費、また、１人で通院できない患者さんの場合は、付き添う家族の方々の御負

担もふえているものと思っております。 

 リニアックの更新につきましては、以前から継続して検討しておりますが、有

利な補助制度がなく、全額起債を活用することになります。起債償還に係る一般

会計からの繰出金につきましては、繰出基準において元利償還金の２分の１を繰

り出すこととなっており、６年間の繰り出しが必要になりますが、病院事業債に

係る交付税措置率は元利償還金の２分の１の０.５と、非常に低い算入率となっ

ております。 

 加えて、高度な医療で採算をとることが困難であっても、公立病院として行わ
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ざるを得ないものの実施に要する経費につきましては、一般会計として負担して

いかなければなりません。 

 現在、尾鷲総合病院の経営は極めて厳しく、平成２５年度以降は一時借入金を

借り入れないと資金が不足する状況が続き、昨年度までは翌年度への借越額が

年々増加しておりました。そのため、本年度におきましては、繰出基準に加え、

経営安定化のための資金として１億円を繰り出し、新年度当初予算におきまして

も繰出基準に加え、経営安定化のための資金として１億円の繰り出しを計上して

いるところであります。 

 このような状況から、病院事業会計独自でのリニアックの整備は困難であり、

また、リニアックの整備に係る借入金の償還等が病院経営をますます圧迫し、病

院運営そのものに支障を来すことが十分予想され、病院経営及び市財政全般に与

える影響は大きく、早計に判断できるものではないと考えております。 

 自治体会計改革と財政については、財政課長より説明いたさせます。 

 次に、三木浦コミュニティセンターの建設についてでありますが、昭和５６年、

三木浦漁業協同組合が、国、県の補助金を活用し、漁村センターを建設するに当

たり、施設の一部を旧公民館として利用させていただくことを目的に、市も建設

費の一部を補助するとともに、借上料を支払うことで建設され、今日に至ってお

ります。 

 本市は平成２４年度から、特色を生かした地域づくりの支援と異なる住民ニー

ズへの対応の強化を図るため、公民館をコミュニティセンター化し、厳しい財政

事情ではありますが、耐震性がなく老朽化の著しい施設の建てかえ等の整備を行

ってきたところであります。 

 三木浦コミュニティセンターにつきましては、２階、３階に利用施設があり、

利用に際し御不便をおかけしておりますが、耐震性が確保されている施設と考え

られることから、継続して使用させていただきたく、平成２５年度に３回の空調

設備の改修をさせていただきました。 

 また、本市には耐震化されていないコミュニティセンターが３施設あり、これ

らの施設の改修も急がれるところであります。 

 このような中、平成２７年６月、三木浦町内会から町内会所有地への建設要望

が出され、平成２７年第３回定例会において陳情書が採択されており、また、隣

接する施設で事業を展開されている三重外湾漁業協同組合三木浦事業所が、施設

の老朽化に伴い、事務所を漁村センター内に移転され、旧施設の解体に着手され
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ておりますが、コミュニティセンターについては、現状どおり引き続き使用させ

ていただいております。 

 一方、コミュニティセンターを子供の見守りの場として活用し、平成２８年１

２月から、老人会、保護者や地区住民の御理解と御協力により、子育てしやすい

まちづくりに取り組んでいただいております。 

 このように、コミュニティセンターを取り巻く環境が変化していることから、

他施設の整備とあわせ、建設に向けて検討してまいりたいと考えております。 

議長（真井紀夫議員） １２番、三鬼議員。 

１２番（三鬼孝之議員） 市長。 

（「財政課長」と呼ぶ者あり） 

１２番（三鬼孝之議員） ああ、そうか。 

議長（真井紀夫議員） 財政課長。 

財政課長（宇利崇君） 自治体会計改革について御説明申し上げます。 

 地方公会計制度につきましては、過去から国においてさまざまな研究、作成モ

デルの公表がなされてきており、平成１８年度には基準モデルと決算統計データ

を活用した総務省方式改訂モデルが示され、人口３万人未満の都市につきまして

は、５年後の平成２３年度までに平成２２年度決算をもとに財務４表の作成に取

り組むよう要請がなされました。これを受けまして、本市におきましては、平成

２３年度に財務４表を作成し、お示しさせていただいたところであります。 

 しかしながら、その後、継続的な作成には至っておりません。その中、平成２

７年１月に国から「統一的な基準による地方公会計マニュアル」が示され、原則

として、平成２８年度決算をもとに平成２９年度までに全ての地方公共団体が固

定資産台帳整備を前提とした財務書類等を作成し、予算編成等に積極的に活用す

るよう配慮要請がありました。 

 本市の取り組み状況といたしましては、昨年度に平成２９年度までの３年間を

期間とした尾鷲市固定資産台帳整備等業務公募型プロポーザルを実施し、平成２

６年度末の固定資産台帳の作成、本年度は期首貸借対照表の作成、昨年度中の固

定資産異動状況の反映、決算整理仕分け等を順次進めているところであり、平成

２８年度決算をもとに平成２９年度中に財務書類を作成いたします。 

 議員御指摘のとおり、住民議会の皆様への財務情報の開示による説明責任の履

行と、財政の効率化、適正化を考える上で、自治体における地方公会計改革は非

常に重要なことであると認識しております。 
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 以上です。 

議長（真井紀夫議員） １２番、三鬼議員。 

１２番（三鬼孝之議員） 市長と財政課長のきめ細かい答弁いただきまして、ありが

とうございます。 

 それで、まず、三木浦コミュニティセンターの建設ですけれども、市長は市政

報告の中で、子育て支援の推進の中で、地域に密着した子育て支援の構築に取り

組むと、その先駆けとして三木浦地区、あるいは三木里地区の合同において、コ

ミュニティセンターを活用した子供の居場所づくりを初め、老人会の協力を得な

がら子供と高齢者のふれ合いの場としてコミュニティセンターを活用すると市長

は述べております。 

 子育てということは人口の増加に直結することでございますので、いつまでも

漁協、漁村センター間借りということでは、いろいろと大変無理があるんじゃな

いかなと思いますので、そのところは御理解をいただきたいと思います。 

 出張所管内で、御承知のように、コミュニティのないのは三木浦だけですね。

そういうことで三木浦の町民も一つのコミュニティセンターができることを悲願

に思っておりますので、市長の答弁で最後に検討するとは言いましたけれども、

任期７月の２５日までですから、それまでに真剣になって検討いただいて、次の

市長さんに申し送りをしていただきたいと思います。 

 それで、梶賀・須賀利・早田・九鬼・曽根ですね、コミュニティセンター、平

成９年以降ずっと建っておりますけれども、梶賀が市債ですね。須賀利も市債。

早田が農山漁村活性化プロジェクト支援交付金ですか。それと九鬼が発電用施設

周辺地域振興事業補助金で、曽根もそうですね。これで、あれですか、市民課長

さん、この補助金は毎年あるんですか。 

議長（真井紀夫議員） 市民課長。 

市民サービス課長（濵田一志君） この補助金につきましては、一応予算の範囲内に

おいて配分がされておりまして、三重県とか、そういったところから各自治体に

配分がされますので、その要望に応じて検討されるということでございますので、

必ず今年度あるとか、そういったことは確定はできないという状況でございます。 

議長（真井紀夫議員） １２番、三鬼議員。 

１２番（三鬼孝之議員） それで、あれですか、今、市長の答弁の中で、三木浦漁村

センターが５６年、私も漁協にいて、会計主任やっておりましたけれども、資金

借りて、漁村研究整備資金かな、それで補助金でやったんですけれども、それで
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３７年間、間借りでやってきております。 

 補助金はいただいたんかな、漁協は。年１００万円の賃貸料を市が出しており

ますけれども、補助金はちょっと、わし、記憶ないですけれども。３,７００万

出ておるんですよね、市からね、賃借料として。 

 そういう状況の中で、ぜひ市長、検討すると言ってくれましたので、その辺の

ところ、よろしくお願いをいたしたいと思います。 

 それと、漁村センターの件はこれで終わりますけれども、地方交付税と地方消

費税の動向ですが、平成２９年度の国の一般会計の総額が過去最高の９７兆４,

５４７億円と報道をされております。うち、地方財源が初の６２兆円台となって

おり、逆に地方交付税は１６兆３,０００億円で、４,０００億円の減少と言われ

ております。 

 この４,０００億円を補塡するために、赤字地方債の臨時財政対策債の発行を

ふやして４兆円として、自治体の扶助費や社会保障の経費が膨張し、地方創生や

防災の取り組みが求められている中で、臨時財政対策債の発行によって、財源を

確保するというような、なっておるようでございます。 

 また一方、地方消費税ですけれども、御承知のとおり、税率の８％のうち、国

が６.３％ですか、地方が１.７％の配分になっており、地方消費税の人口１人当

たりの税収は、最大の東京と最小の沖縄で１.７倍の差があると言われておりま

す。全国平均を１００とした場合に、東京が１２９.７、大阪が１０８.３、沖縄

は７５の税収と言われております。 

 それで、国は消費税収の格差是正を行うために、都市部を有利にする一因にな

っているインターネットなどの通信販売を計算から除外して、地方への配分がふ

える仕組みになっているようであります。通信販売は、地方代理業者が購入して

も、税収の割り当ては商業統計の中で、売り上げは最終消費地ではなくて、多く

の販売会社が本社を置く東京都か大阪ですね、の大都市への自治体に税収が計上

されていることから、これを是正するために、インターネットを除外して消費税

の格差是正を行う中で、平成２９年度５月から地方への配分を適用する方針であ

ると言われております。 

 このような地方交付税や地方消費税の動向によって、各自治体の今後の補正予

算にいろいろと影響があるのではないかなと思いますけれども、その辺のところ、

財政課長、どんなんです。 

議長（真井紀夫議員） 財政課長。 
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財政課長（宇利崇君） 地方交付税と地方消費税の動向について御説明申し上げます。 

 地方交付税の動向につきましては、平成２８年１２月に国から示されました平

成２９年度地方財政対策では、一般財源総額において本年度を上回る額が確保さ

れております。 

 しかしながら、地方交付税に関しましては、交付税及び譲与税配付金特別会計

からの繰越金が見込めなくなったこと、平成２７年度国税収入の下振れによる精

算分などにより、前年度比３,７０５億円、２.２％の減額、臨時財政対策債は前

年度比２,５７２億円、６.８％の増額となっており、地方公共団体を取り巻く環

境は非常に厳しくなっております。 

 本年度におきましても国税収入が当初予想を下回っており、国の補正予算にお

きまして特例公債金、いわゆる赤字国債の追加発行による財源不足に対する措置

がなされるなど、平成３０年度以降も厳しい状況が続くものと考えております。 

 こうした状況でありますが、本市における新年度当初予算計上額につきまして

は、平成２７年の国勢調査結果を受けた初年度の算定であった本年度の交付決定

額、過疎対策事業債、臨時財政対策債などの償還額の増加に伴う公債費算入額の

増加を見込んだ結果、普通交付税におきましては５,０００万円増額の２９億１,

０００万円の計上といたしております。また、特別交付税につきましては、地域

おこし協力隊に係る経費が増加していることから、８００万円増額の４億６,３

００万円の計上といたしております。 

 次に、地方消費税の動向につきましては、平成２９年度地方税制改正大綱によ

りますと、消費に相当する額の７５％を占める小売年間販売額及びサービス業の

対個人事業収入額のうち、事業者の所在地で計上されていると考えられます通信

カタログ販売及びインターネット販売を除外し、最終納税者と納税地を一致させ

ること、生産基準を用いる人口と従業者の割合を人口へウエートをふやすなどの

見直しはされております。 

 これにより、地方消費税交付金におきましても、多少なりとも影響が出るとは

考えられますが、現状、その影響額については詳しい数字がわかりませんので、

来年度の当初予算を計上するに当たり、昨年度の交付金の交付総額、３億６,４

４２万５,０００円、この金額、それから、本年度１２月期までの比較の３,７１

４万５,０００円減額の２億４,０１４万６,０００円、これらの数字を踏まえて、

新年度当初計上額につきましては、本年度の当初予算の計上額と同額として計上

させていただいております。 
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 以上です。 

議長（真井紀夫議員） １２番、三鬼議員。 

１２番（三鬼孝之議員） ありがとうございます。 

 それで、過去の地方交付税ですけれども、平成１２年の最高の４０億６,７０

０万円をピークにずっと減少しておりますね。それで、平成２７年度が３６億１,

８００万、比較して７.３％の減少、金額で２億６,５００万ですね。地方消費税

が平成１２年度から平均２億２,０００万円で推移しておりまして、２７年度の

税収が８％になったため、２７年度は３億６,４００万円に増額されております。 

 それで、平成２９年度当初予算で普通交付税からのところを入れて、３３億７,

３００万、消費税で３億６００万の予算計上されておりますけれども、これにつ

いて、今、財政課長、影響がちょっとわからんと言うたけれども、この金額は確

保されるかどうかの確認だけちょっと。 

議長（真井紀夫議員） 財政課長。 

財政課長（宇利崇君） 今年度の納付額から考えると、来年度の交付額については確

保できる見込みと考えております。 

１２番（三鬼孝之議員） 間違いないですね。 

議長（真井紀夫議員） １２番。 

１２番（三鬼孝之議員） それで、自治体会計の改革と財政ですけれども、市長は平

成２８年４月に行財政改革プランにも示されておりますけれども、その中での答

弁だったと思いますね。 

 それで、財務書類は平成２３年度に制作されておりますね。私も見ております

けれども。 

 今後、平成２８年度決算数値で、２９年度中に財務書類４表を作成するという

ことでございますので、確実にやっていただきたいと思います。 

 それで、地方公会計の改革を行う中で、固定資産の台帳を作成するに当たって、

平成２８年度から平成２９年度までの２カ年間で１,０９０万かな、債務負担行

為が予算化されております。 

 それで、固定資産台帳整備と業務公募型のプロポーザルを実施して、その予算

で、固定資産の台帳を作成中であると答弁していただいたね。そのあれですか、

財政課長、進捗状況はどんなです。 

議長（真井紀夫議員） 財政課長。 

財政課長（宇利崇君） 固定資産台帳、それのうちの平成２６年度末の固定資産台帳



－１０２－ 

については作成を終了いたしております。 

議長（真井紀夫議員） １２番、三鬼議員。 

１２番（三鬼孝之議員） この固定資産台帳を作成する中で、過去に公共投資した学

校、箱物、道路、橋梁を、資産計上を算出する場合に、その公共投資した物件が

今建設したら幾らかかるかという再調整額か、の方式で算出するようでございま

すけれども、例えば市有林の場合、資産計上する場合には、あれですか、植樹か

ら伐採まで６０年、７０年というスパンですね。それまでのコストというのは、

今現在ある６０年生、５０年生の市有林はなかなか計算しにくいわな。計算しに

くいと思いますね。これから植樹するのは、記録はつくっていくからできるけれ

ども。 

 そういう場合に、現在の６０年生、５０年生の山林を資産計上する場合に評価

額はどうされるんですか。 

議長（真井紀夫議員） 財政課長。 

財政課長（宇利崇君） 立木の予算計上におきましては、保険の金額をもとに計算し

ております。 

 ですので、エリア管理という形で、植樹をした年度ごとに分けさせていただい

て、それの保険から算出をしております。 

議長（真井紀夫議員） １２番、三鬼議員。 

１２番（三鬼孝之議員） それで、財政課長、市有林の場合に、バランスシートに、

資産勘定に乗せる場合には、総務省の統一した基準のモデルをやるんでしょう。

その場合にあれですか、売却可能資産という項目があるんやけれども、それへ乗

せるんか、一般の固定資産に乗せるんか、どちらなんです。 

議長（真井紀夫議員） 財政課長。 

財政課長（宇利崇君） 一般の固定資産に乗せることになります。 

議長（真井紀夫議員） １２番、三鬼議員。 

１２番（三鬼孝之議員） それで、公会計の改革をまず、住民１人当たりのバランス

シート、あるいは行政コスト計算書の数値を住民１人当たりで算出することによ

り、より住民が実感を持って数値として開示することができるほか、市町村の人

口規模等に影響されることなく、他の自治体との比較を行うことができるという

ようなことが言われております。 

 それで、財務書類４表作成によって、今も言いましたけれども、市民１人当た

りの維持費が将来必要となる改修費の推計額などの試算、それから老朽化対策の
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優先順位とか、統廃合の必要性などを判断して、効率的な財政運営につなげられ

るというようなことでございます。 

 それで、特に貸借対照表、これは市全体の体力を示すものでありますから、ぜ

ひ、２９年度もやるということでございますので、必ずやっていただきたいと思

います。 

 それで関連して、地元紙のコラムにもありましたけれども、その一部を引用し

ますと、「行政はその時々の時代の要請に応じて必要な役割を果たさなければな

らないのは当然であるが、市民も自身の責任によって、行動、発言する。どこま

でも便利な快適なまちづくりを望めば、行政の肥大を生み、次世代に大きな負の

遺産を残すことになる。利便性や快適性だけを追い求めず、行政におんぶにだっ

こから脱して、自分たちでできることは自分たちで行う。少し我慢することも大

切である」とありましたけれども、私もこの記事を見て、納得いたしました。 

 記事も保管しておりますけれども、このように市民の皆さんに我慢するところ

は我慢をしていただくためにも、こういう貸借対照表を提示して、なお一層、市

民の理解をいただくように、公会計の推進に、改革に取り組んでいただくことを

要望いたしております。 

 市長、何かありますか。 

議長（真井紀夫議員） 市長。 

市長（岩田昭人君） これだけ財政が厳しいということになりますと、やはり市民の

皆さんと行政が連携しながら、市民の皆さんがやっていただくこともやっていた

だく、それから、いろいろ行政の役割もあるということでありますので、６次の

総合計画の後期基本計画の中でも、市民の皆さんの役割、あるいは事業者の皆さ

んの役割、行政の役割というようなことをきちんと書き分けさせていただいてお

りますので、この公会計の示すことによって、市民の皆さんにその財政の厳しさ

を認識していただいて、今後の尾鷲をみんなで担っていくような形をとっていき

たいと思っております。 

議長（真井紀夫議員） １２番、三鬼議員。 

１２番（三鬼孝之議員） それでは、病院の質問に移ります。 

 市長が今、答弁の中で、全部適用、それから、指定管理者制度、あるいは地方

独立行政法人化、民間譲渡等の利点とか、いろんなお話ありました。ありがとう

ございます。 

 それで、全部適用の病院は今、全般的に一部適用の病院に比べて、病院管理者
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に人事権等の全権を与える中で、病院の特徴、志向する方向とか、役割がはっき

りして、また、経営的に自由度が高い利点があり、病院人事体制が強固になると

言われております。 

 全部適用する場合は、管理者の人材確保が、尾鷲市のような医療過疎地域では

大変厳しいと思いますけれども、検討するに当たって、院内でそういう、例えば

全部適用するなら、院内でそういう検討委員会を設置するような考え方は必要な

いですか。 

議長（真井紀夫議員） 市長。 

市長（岩田昭人君） 三鬼議員が、今の一部適用でのいろいろな、例えば人事面の事

務方のローテーション等とか、行政サイドから派遣して、それは２年とか、そう

いった形での派遣になるということで、継続した形での経営というところが、そ

の一番欠けている部分があります。 

 だから、そういったものをどうする、全部適用がいいのかどうかは、今議論は

しておりますけれども、しかし、その長いスパンを通して、経営、人事、そうい

ったものを見渡すような形の経営形態に持っていかなければ、これからなかなか

厳しいと思っております。 

１２番（三鬼孝之議員） 検討委員会の設立を今。 

議長（真井紀夫議員） 市長。 

市長（岩田昭人君） 今、病院の中で、管理者の会議をしっかりやっていただいてお

りまして、毎月届くんですが、私にも１冊のかなり分厚い会議の結果が届いてお

ります。今、検討会議というような形にはなっておりませんけど、その中で十分

いろんな議論がされておりますので、今の段階はそういう段階ですが、いずれそ

の検討会議は必要になってくるのではないかなと思っております。 

議長（真井紀夫議員） １２番、三鬼議員。 

１２番（三鬼孝之議員） それで、県立志摩病院が指定管理者制度になって、ことし

で５年ですね。それで、指定管理をするまでには、１１年度に約１２億円の赤字

があって、それ以降、５億円とか、３億４,０００万ぐらい、徐々に赤字が減少

したというような、三重県内の県立病院ですけれども。指定管理者制度にとって、

そういう利点もありますので、ぜひ検討をしていただきたいと思います。 

 それと、リニアックでございますけれども、リニアックの更新について、ちょ

っと話はさかのぼりますけれども、平成２７年２月の下旬の地元紙の報道により

ますと、病院当局が平成２７年度事業会計当初予算編成に当たって、病院長が市
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長に、国、県の補助金を申請するため、決裁書を提出したところ、岩田市長は平

成２７年２月１３日に県への申請締め切りまでに病院当局に決済の承認をするか

否かを示さないまま期日が過ぎたため、事業費の計上が見送られたことが判明し

たと。病院側は１年にわたって慎重に事業計画を立て、市長決裁を求めたと。求

めないなら、その理由等を示すべきで、一切の返事がないまま無視するのは異常

として、一部の職員は、人として礼に外れると強く反発している。当時の加藤院

長は最低でも補助を申請し、予算化はできると思っていたと言われております。

このことに対して、市長は、病院側に補助申請を見送る意向を報告しなかったと

いうことにつきましては、新聞報道ですよ、申しわけないと話したという報道が

されております。 

 このことは、あれですか、市長、本当なんですか。 

議長（真井紀夫議員） 市長。 

市長（岩田昭人君） その補助の申請については、我々も病院が出す前に、既に問い

合わせもし、確認もして、その補助の率とか、そういったものも確認しておりま

す。 

 だから、その申請したということは、何というんですか、もらえなくて、もと

もとといったような申請の仕方というのは、我々としては、承知できませんし、

その補助率をもってリニアックの再設備というのができるような補助率ではあり

ませんでしたから、じゃ、補助申請して、補助申請をするということはやるとい

うことでありますから、その段階での補助率とか、あるいは補助がおりるかどう

かも不安な状況でありましたので、それは今の段階では出すべきではないという

判断をしたということであります。 

議長（真井紀夫議員） １２番、三鬼議員。 

１２番（三鬼孝之議員） それだったら、最初にそういう、市長は申しわけないとい

う、最後に謝罪したということでございますが、謝罪せずに、そういうことをま

ず言うべきじゃなかったんですか、病院当局に、今言ったことを。それがなかっ

たから、職員とか院長が憤慨したんじゃないかなと僕は思うんですけれども、そ

の辺はどうなんだろうな。 

議長（真井紀夫議員） 市長。 

市長（岩田昭人君） それは双方の意思疎通が十分できていなかったということは、

我々も反省しなければならないと思いますけれども、しかし、その一方、その中

身については、私としても十分把握しながらやっていたということであります。 
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議長（真井紀夫議員） １２番、三鬼議員。 

１２番（三鬼孝之議員） 時間がないので、ちょっと経営分析をやりたいので、時間

がないので、簡潔に、事務長さん、経営分析した中で、全国の自治体病院の平均

数値から見ると、高い部分があるんですよ。それは材料費、職員の給与費が高い。 

 その中で職員の給与費の高いのは、例の医師の過疎手当だと思うんですけれど

も、その辺のところは現在の病院事業会計の厳しさから言うて、多少これを落と

すような方向、大変申しわけないですけどね、お医者さんに。 

 その辺のところは、市長とそういう相談は、事務長、病院長も含めて、過疎手

当を少々率を減らすというような方向はあるんかな。 

議長（真井紀夫議員） 病院事務長。 

尾鷲総合病院事務長（内山洋輔君） 総務省におきます平成２６年度の全国公立病院

経営分析表に基づきますと、尾鷲総合病院の医業収益に占めます職員の給与費の

職員給与比率につきましては、５６.３％でございます。全国平均は５４.４％と

なっておりますので、全国平均よりはやや高いという状況でございます。 

 それと、病床数が２００床以上３００床未満ということでございますので、総

合病院並みの病院の平均では５６.９ということでございますので、ほぼ同水準

ということでございます。 

 三重県におきましては、名張市立病院が６０.３％、伊賀市立上野総合市民病

院が７４.５％、紀南病院が６４.７％ということでございますので、三重県内に

おける同規模の公立病院からすると、人件費トータルとしては低い水準にあると

言えると思うんですけれども、今三鬼議員が御指摘あったように、医師給与の額

につきましては、全国平均よりも高い水準であると言えるのではないかというふ

うに思っております。 

 あと、三重県におきましても高い位置を占めておるわけなんですけれども、そ

のことは人口集中地区、例えば北勢とか中勢とかの人口が集中した人口のところ

からすると過疎地域であるため、過疎地域における病院のほうが医師給与が高い

という傾向にあるのも事実ではないのではないかなと思っています。 

 そういった過疎地域に派遣をいただく際には、手当とか報酬等については一定

の水準を確保するというのは、ある程度はいたし方ないかなという考えを持った

りもし、また、医師のモチベーション等を低下させないといった面からも、その

辺も配慮する必要があると思うんですけれども、他の公立病院とのバランスを見

きわめる中において、今後検討すべきではないかなというふうに考えております。 
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議長（真井紀夫議員） １２番、三鬼議員。 

１２番（三鬼孝之議員） それ、経営が苦しい中で、国が実施している地域医療の再

生と医療機関との機能強化などを目的としている地域医療再生基金かな、国のあ

れがあるらしいですけれども、この辺のところの財政的な支援は受けられないん

か、どんなです。 

議長（真井紀夫議員） 病院事務長。 

尾鷲総合病院事務長（内山洋輔君） 国が創設しました地域医療介護総合確保基金事

業についてでございますけれども、この事業につきましては、国が２分の１、県

が２分の１を繰り出して、基金を設置したものでございます。 

 この制度に基づいて、例えば、私どもも医療機器であるリニアックの整備につ

いて、この基金を充当できないかというふうに検討させていただきましたけれど

も、この基金につきましては、それぞれの医療機関同士の連携をするための、例

えばデータの共有であったりとかということには基金は使うことができるという

ふうに伺っておりますけれども、単体の一病院の医療機器についての充当につい

ては非常に難しいと、ほぼ不可能になるというふうに県のほうから伺っておりま

す。 

１２番（三鬼孝之議員） ありがとう。 

議長（真井紀夫議員） １２番、三鬼議員。 

１２番（三鬼孝之議員） それで、時間がありませんけれども、一般会計が公会計の

改革をやる中で、完全な複式簿記化したときに、恐らく公営企業ですね、病院、

水道、連結決算ということが出てくると思うんです。 

 連結決算した中で、水道が７億６,８００万とかいう預貯金がありますね。病

院は２,０００万程度ですね。そして、一般会計が今、台帳が７億か６億ぐらい

でしょう。十何億ある中で取り崩してくるのでね、最終的には。 

 そういう場合に、水道部の、一遍、南議員が何か言っていましたね、水道部の

預貯金が多いで、病院へ使えやんのというようなことを言っていましたけれども。

連結決算する中で、そういうことが可能になってくるんじゃないかなと思うんや

けれども、その辺の連結決算のそういう今後の状況というのは、財政課長、そう

いう情報は入っていない。 

議長（真井紀夫議員） 財政課長。 

財政課長（宇利崇君） あくまで決算時における財務書類の合併した形での連結決算

というのは情報としては入っておりますが、資金繰りとしての連結というものは
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通常どおりの取り扱いだというふうに認識しております。 

議長（真井紀夫議員） １２番、三鬼議員。 

１２番（三鬼孝之議員） ありがとう。わかりました。 

 最後に、時間ありませんから、ありがとうございました。 

 岩田市長は７月２５日まで任期を全うするということでございますので、今回

私の一般質問をよく検討いただいて、次期の市長さん、誰になるか知りませんけ

れども、申し送りしていただくことをお願いして、終わります。 

 岩田市長には、２期８年間、市政運営にいろいろと御尽力いただき、この場を

かりて感謝申し上げて、一般質問を終わります。 

議長（真井紀夫議員） 市長、答弁ありますか。よろしいですか。 

 市長、どうぞ。 

市長（岩田昭人君） 皆さんの御協力によりまして、２期の任期を、まだ任期ありま

すけれども、何とか無事というか、こなさせていただいております。 

 中身は、反省すべきことはたくさんありますけれども、しかし、尾鷲のために

何とかしたいという思いの中で、皆さんとともに連携しながら、市政を担えたこ

とを大変うれしく思っております。どうもこちらこそありがとうございます。 

議長（真井紀夫議員） ここで暫時休憩いたします。再開は１４時１５分といたしま

す。 

〔休憩 午後 ２時０２分〕 

〔再開 午後 ２時１５分〕 

議長（真井紀夫議員） 休憩前に引き続き一般質問を行います。 

 次に、６番、濵中佳芳子議員。 

〔６番（濵中佳芳子議員）登壇〕 

６番（濵中佳芳子議員） 本日、午前中は尾鷲市立の中学校で卒業式があり、私は母

校である輪内中学校の卒業式に出させていただきました。新たな旅立ちの節目を

迎えた皆様に改めてお祝いを申し上げます。厳粛な中にも感動的な場面に立ち会

わせていただき、引き締めた気持ちをそのままに登壇させていただきます。 

 また、この３月で退職を迎える職員の方々にも、この場をおかりして、長年の

御公務に感謝を申し上げます。 

 さて、私ども議員も４年間の任期最後の定例会となりました。 

 ３月定例会では、その年度の最初の予算案に対して、今後の方針などをお尋ね

するのが本来かと思いますが、任期最後であることから、この４年間で１２回さ
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せていただいた一般質問の中から、市政の顔ぶれが変わろうとも普遍的に継続し

ていただきたいテーマについて、これまでの検証をさせていただきます。 

 まず、２６年度第３回定例会一般質問において男女共同参画について質問させ

ていただきました。 

 平成１９年度に条例が制定されて以来、毎年１回の審議会だけで終わっていた

ことに疑問を感じ、今後の取り組みについて方針の確認をさせていただきました。

そのときいただいた答弁では、人口減対策の少子化などに絡めて、市民への啓発

に努めるとのことでした。 

 当時、地方創生の政策が国によって掲げられ、当市の人口減は切実な問題とし

て改めて認識されたときでした。若者の定住を図ることが人口減対策にとって重

要であること、そのためには、その町の住みやすさ、魅力を感じてもらうため、

住民の意識改革が必要であると考えられます。 

 ２７年度以降、男女共同参画事業は尾鷲市の総合戦略にも位置づけされ、地方

創生先行型の交付金を活用した、さまざまな取り組みがされてきています。男女

共同参画は、ただ単に男女平等であることだけではなく、それぞれの精神的、肉

体的違いを理解し合い、尊重し合うことにより、住みよい環境づくりを目指す取

り組みであると考えています。 

 人口ビジョンの目指すところに向かうためには、子育て、教育、防災などの専

門部署にだけ任せるものではなく、全庁を挙げて、男女共同参画をもととした人

口減対策に取り組むべきと考えます。 

 そこで、ここ２年間の取り組み、それによっての成果、抽出された課題をお聞

かせください。 

 次に、平成２５年第４回定例会一般質問において、ごみの減量化やごみ収集に

ついて質問させていただきました。 

 この年に始まったごみ収集の有料化により、焼却ごみの削減は著しくなりまし

た。市民の皆様の御理解、御協力には大変感謝を申し上げるところです。 

 県内で排出されるごみ量が１人当たり最大量であること、老朽化が進む焼却施

設の更新に向け、少しでも経費削減を図るためが主たる目的であると説明がされ

ました。 

 その後、ある一定の成果が出たとして、ごみ袋の販売価格の値下げがされ、市

民の皆様の負担を軽くすることもされました。値下げの際には、負担が軽くなる

ことでの気の緩みからリバウンドすることを懸念し、最後まで反対いたしました
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が、今定例会の所信表明では、ごみ減量は維持されているとの説明があり、私の

不安が取り越し苦労であったならば幸いです。 

 当時の質問でも申し上げていますが、金銭的負担をお願いするかわりに、ごみ

出しに対する物理的な負担の軽減をお願いしております。 

 その後、さまざまな予算措置でごみ対策がなされてきましたが、いま一度、こ

こまでの事業をまとめて御説明をお聞かせください。 

 ３点目、最後に、２７年度第１回定例会一般質問において、病院経営の観点か

らＤＰＣ制度についてお尋ねしました。 

 この制度については、急性期を担う病院では今後必須であるとの説明を受けて

いましたが、当時尾鷲市においては、長くなりがちな入院を短期に終わらせるた

めの受け皿が整備されていないことや、看護師の確保を初め、スタッフの体制の

安定を図れるのかの疑問がありました。 

 一般質問の後、生活文教常任委員会においても、ここの地域性などの懸念材料

が解消できるのかなど、ほかの委員からもさまざま課題が出されました。 

 その後、分析、検証がなされ、現時点でＤＰＣ制度に移行することで経営的な

メリットはさほど見出せないとのことから、２８年度４月からとされていた制度

移行は見送られています。 

 今定例会では、質疑、一般質問で、さまざまな角度から病院について聞かれて

います。先ほどの三鬼議員の質問でも病院経営のあり方について説明がなされま

した。 

 直近の市民アンケートでは、東北の震災後には防災対策の重要度が一番高いと

されていたものが、医療体制が最重要度となっています。 

 ２７年度からは、県の医療圏構想の地域会議が繰り返され、せんだって地域医

療ビジョンができ上がったようです。総務省から今年度中に策定を促されている

新病院改革プランもあります。地域包括プランの策定など、市民の健康、医療を

取り巻く事業が山積みとなっています。 

 この地域で生活するために尾鷲総合病院はなくてはならないものということは

誰もが認識しています。ＤＰＣ制度は昨年見送ったものの、２年に一度される医

療報酬改定の時期には、現在ＤＰＣ準備病院となっていることから、制度移行の

検討をしなければなりません。この制度は、医療報酬の増を望む上で、制度に参

加するかしないかによって、地域全体の医療体制のあり方に大きく影響してくる

と思われます。 
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 次は平成３０年春となるわけですが、その制度への参加の意思決定は今年度半

ばにされることになります。 

 そこで、前回、制度導入を見送った時点から、どのような状況になっているの

か、御説明をお願いします。 

 壇上からは以上です。 

議長（真井紀夫議員） 市長。 

〔市長（岩田昭人君）登壇〕 

市長（岩田昭人君） まず、男女共同参画についてであります。 

 現在、国を取り巻く社会の状況は、少子高齢化の進展とともに、人々のライフ

スタイルが個性化、多様化するなど、近年急激な変化を見せております。 

 こうした変化の中、真に豊かで安心して暮らせる、活力ある社会を築いていく

ためには、女性と男性が互いにその人権を尊重し、性別にとらわれることなく、

その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現が重要と

なっております。 

 本市におきましても、本年度策定いたしました第６次尾鷲市総合計画、後期基

本計画において、施策の一つとして位置づけており、少子化対策を進める上での

環境の整備等々、男女共同参画についての普及啓発を課題としております。 

 これまでの本市の男女共同参画の取り組みといたしましては、平成２６年度か

ら従来の男女共同参画の視点に、子育てしたい、しやすいまちづくりの視点を加

え、さまざまな取り組みを進め、本市の魅力を高めてまいりました。このことは、

子育て世代の定住、移住の促進にもつながるものと考えております。 

 その取り組みとして、平成２６年１１月から尾鷲子育てまちづくり座談会を開

催し、若者や子育て世代はもとより、子育てを終えた方や地域で活動する人たち

との本市の子育てについての協議の場づくりを行い、今後の取り組み方針の検討

を行ってきたところであります。 

 これによりコミュニティセンターを活用した、三木浦地区での子供の居場所づ

くりの実施につながり、また、三木里地区においても同様に協議が進められてい

るところであります。 

 この座談会はこれまで１１回開催しておりますが、この取り組みを進める中で、

地域での見守り、子育てを目的としたおせっかい隊の理念のもと、女性を中心と

した子育て支援サークル「がりら」が発足するなど、男女共同参画社会の実現に

向けて着実に成果が出ているものと実感しております。 
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 また、平成２７年３月には、ＮＰＯ法人イクメンクラブの長谷川代表をコーデ

ィネーターとした「消滅可能性都市からの挑戦！！～少子化危機突破フォーラム

ｉｎ尾鷲」を開催し、このフォーラムを本市での子育てしたい、しやすいまちづ

くりのキックオフといたしました。 

 さらには、子育てしたい、しやすいまちづくりは、子育て世代の移住希望者に

とって重要な要素であることから、これまでに森と海のわんぱくバスツアーや、

移住希望者を対象とした南三重田舎暮らし体験ツアーを開催するなど、本市の子

育ての魅力を都市部にＰＲしてまいりました。 

 このほかの取り組みでは、広報戦略として、ウエブページ、尾鷲わんぱく子育

てガイドやリーフレット、啓発グッズ等の作成を行ってまいりました。 

 一方、家庭における地域での子育てや男性の育児参加といった考えを啓発、定

着させていくために、本市の子育ての強みを、尾鷲子育てまちづくり座談会での

意見も参考にしながら、地域のコミュニティの良さを生かした見守り子育て、本

市の豊かな自然環境を学びにつなげるわんぱく子育て、読み聞かせ等の本読み子

育てとして取り組んでおります。 

 これらの取り組みは、本年度に実施しております地方創生加速化交付金事業、

また、新年度での地方創生推進交付金事業におきましても、東紀州５市町での広

域連携による子育てしたい、しやすいまちづくりによる移住促進事業として計画

しており、今後も本市における子育ての魅力を都市部の子育て世代に向けてＰＲ

し、子育て世代の定住、移住につなげられるよう取り組んでまいります。 

 また、本年度では、これらの取り組みを市長公室、市民サービス課、福祉保健

課、教育総務課、生涯学習課の庁内子育て関係５課において、一層連携した取り

組みとして継続、発展させております。 

 加えて、次代を担う学生に向けては、平成２６年度から尾鷲市男女共同参画審

議会の提唱により、尾鷲高校普通科プログレッシブコース１年生を対象に、尾鷲

高校男女共同参画セミナーを開催し、発想が柔軟で最も多感な時期にある高校生

に対し、性別にとらわれず、それぞれのライフスタイルや価値観を尊重し合うま

ちづくりという、本市における男女共同参画の理念の普及啓発を初め、生徒が日

ごろ感じているジェンダーの違いを意識し、そのことにとらわれない自分らしい

将来について考えていただくなど、男女共同参画の理念を考える機会を提供する

ことで人材育成を図っております。 

 なお、新年度からの取り組みとして、広報おわせを活用し、身近な男女共同参
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画に関する事例などを取り上げながら、全ての世代の方への啓発活動の実施や、

三重県男女共同参画センター、フレンテみえによる男女共同参画の視点で地域防

災を考える地域リーダー養成講座ｉｎ尾鷲の開催を考えているところであります。 

 男女共同参画については、一朝一夕に成果が出るものではないと思っておりま

すので、こうした取り組みを継続的に実施していく中で、少子化対策、人口減少

対策にも対応してまいりたいと考えております。 

 次に、ごみ減量化施策につきましては、循環型社会の構築を推進し、特にごみ

の発生抑制策として、市民の皆様に御協力いただき、平成２５年度より指定ごみ

袋制度を導入したところであります。 

 制度導入前の平成２４年度における、市が収集する可燃ごみ量は５,４２２ト

ンでありましたが、前年度には４,０５０トンまで減少しており、本年度６月に

実施した指定ごみ袋の料金値下げ以降も、前年度比マイナス２２.７６トンの減

少傾向で推移しております。このことにつきましては、市民の皆様の御理解、御

協力に対し、大変感謝しておるところであります。 

 また、ごみを減量するためには、議員も御提案されておりました第５週目の資

源プラスチック類収集日の追加や、庭木を剪定してごみ袋に入れることができる

ガーデンシュレッダーの補助金制度を導入するなど、市民がごみを出しやすい環

境整備が減量化に大きくつながったものと考えております。 

 その他、御指摘のあった缶、瓶の常設ステーションについては、回収頻度をふ

やし、常にきれいな環境を保つことにより、違反ごみが出されていた状況も改善

されており、これからも市民の方が利用しやすいきれいなまちづくりを目指して

まいります。 

 次に、可燃ごみの減量化においては、ごみの分別による発生抑制はもちろんの

こと、市民の方々がごみを出しやすい環境づくりが大変重要であります。本市と

しても、自治会や地域の要望等により、その都度、分別ステーションの場所の増

設や、高齢者等のごみ出しの労力負担軽減策の一つとして、須賀利地区ほか４カ

所に月１回の紙類の収集以外に、常時紙類が出せる常設ステーションを設置する

など、利便性のよい環境整備に努めております。 

 一方、ごみ出しにおける違反ごみなど、モラルが守られていない場所について

は、啓発看板等による対応や、やむを得ず、ごみ出しの場所変更も行っておると

ころであります。このことについては、監視パトロールを強化し、引き続き啓発

活動を行ってまいります。 
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 なお、市が収集する可燃ごみ量の推移は、平成２５年度以降は緩やかな減少傾

向であることから、市民の方々におかれましては減量意識が定着してきたものと

考えております。 

 しかしながら、本年度のごみ質調査の重量率の経年比較において、分別収集可

能な紙類については、平成２５年度は６.５％であったものが、本年度は１５％

に増加しており、今後も分別における啓発に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、ＤＰＣ制度についてであります。 

 平成２６年４月よりＤＰＣ準備病院となり、２年後の平成２８年４月に参加要

件が得られるＤＰＣ対象病院への参加について検討を行いました。 

 しかしながら、ＤＰＣ対象病院の基準である看護師夜勤時間１カ月７２時間以

内を満たせない月があることや、一般病床の平均在院日数に関しても、２１日以

内を満たしているものの、２１日に近づいた月があること、また、収益比較にお

ける増収が確実に見込める状況ではなかったことから、ＤＰＣ対象病院への参加

は見送る結果となりました。 

 平成３０年４月に参加要件が得られるＤＰＣ対象病院への参加につきましては、

現在引き続き基準等の検証を行っているところでございますが、看護師数の大幅

な増加も見込めないことから、依然として看護師夜勤時間１カ月７２時間以内の

要件を満たすことが厳しいことや、平均在院日数についても２０日前後を推移し

ている状況であり、また、収益比較におきましても、増収が確実に見込める状況

には至っておりません。このことから、今後も引き続きＤＰＣ対象病院への参加

基準を確実に満たすことができ、増収が確実に見込める状況であるか、慎重に見

きわめてまいりたいと考えております。 

 また、厚生労働省にＤＰＣデータを提出することにより、診療録管理体制加算

及びデータベースの加算を診療報酬に上乗せさせ、収益の確保に努めてまいりま

す。 

議長（真井紀夫議員） ６番、濵中議員。 

６番（濵中佳芳子議員） 丁寧に御説明ありがとうございました。 

 まず、男女共同参画のほうから、少しさらに質問をさせていただきます。 

 ここまでやられてきました子育てに関するいろんな事業というのは、できるだ

け折に触れ現場を見せていただいておりましたので、内容的には理解をしており

ますし、これからも、先ほど市長の説明にもありましたけれども、こういったソ

フト事業は結果が形としてわかりにくい、それから、時間がかかるということは
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十分承知しておりますので、継続できることが大事かなと思っておりますので、

継続によって、いろんな方の御意見を聞きながら進めていただくようにお願いし

たいと思います。 

 その中で、高校生に対する、１年生の男女共同参画セミナーですね、これも１

年、２年と参加をさせていただいて、現場を見せていただきました。 

 やはりそこまでも、小学生時代から共同参画のもとで教育されてきている子供

たちですので、スムーズに理解をしていることはわかるんですけれども、ただ、

この共同参画セミナーの子供たちに町へ出てもらって、自分の親世代であるとか、

おじいちゃん、おばあちゃん世代であるとかの聞き取りをしたときの自分とのそ

の感覚の違い、それを持ち寄っての検証などを見ておりますと、きっとそういう

ことを乗り越えることで、尾鷲の魅力というものをもっと感じることができるよ

うになると思います。２年生になってから行われる「まちいく」につながってい

く、その前段階ではすごく有意義な事業であるかなというふうには感じておりま

す。 

 ただ、この１年生、２年生で醸成されてきた意識、それが実社会に出たときに、

子供たちが尾鷲で感じたものと、また、都心部に行って感じるものとの違いであ

るとか、それとか、尾鷲の地域と、またほかの地域との違いとかということを感

じ取ってくる部分があると思うんです。 

 これから、こういったところを経て成長した子供たちに、また、自分たちが外

で感じたものを尾鷲に持ち帰っていただくような仕組みがあれば、もう一つ心強

いものになるのではないかなというふうに考えるんですけれども、それとあと、

今プログレッシブに限られたクラスでしかやられていないんですけれども、全て

の子供たちにこれを感じ取っていただくような機会もあればいいかなというふう

にも思っているんですけれども、そのあたり、これから先の展開として、担当な

んかはどういうふうに考えているのか、市長の思いも含めて聞かせいただければ

と思います。 

議長（真井紀夫議員） 市長。 

市長（岩田昭人君） 今、尾鷲高校における男女共同参画セミナーとか、まちいくに

ついて、男女共同参画の意識の理解を深めるとともに、地元の魅力に気づいてい

ただく、愛着を持っていただく、そういう一つのきっかけづくりになるであろう

という、そのことも大きな目的の一つであります。 

 その後、やはり尾鷲に何らかの形で実社会に出た後も、尾鷲市にとって、ある
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いは尾鷲高校の後輩にとって、フィードバックしていただくような取り組みとい

うのはぜひ必要だと思っておりますので、尾鷲高校とも協議、連携して、これか

ら検討してまいりたい。 

 それから、今はプログレッシブコースだけでありますけれども、それを広げる

ことについてもこれからの課題の一つであります。 

 幸い、我々が進めておりますおわせ応援団づくりというのがあります。その中

でもう先行して雨つぶの会というような会ができておりまして、まさに彼らも尾

鷲に何らかの形で貢献したいという思いの中で立ち上げていただいた会でありま

すので、それとも目的が合致しますので、そういうこととの連携も含めて、今後

進めてまいりたいと思っております。 

議長（真井紀夫議員） ６番、濵中議員。 

６番（濵中佳芳子議員） ありがとうございます。 

 本当にそういった、今若い世代たちが尾鷲に魅力を感じてもらうということは、

男女共同参画、今となってはちょっと地味なテーマになってしまっておりますけ

れども、本当に定住、移住であるとか、人口増に対しては、私は重要な部門でな

いかなというふうに感じておりますので、そういった住みよい町を目指すために

は受け手側、今高齢化も進んでおります尾鷲市では、やはり男女共同参画という

ものになじみのない年代、例えば私なんかでも昭和の生まれで昭和の教育を受け

ておりましたから、そういったあたりがそこに理解が進むことによって、若い人

たちとの相互理解になるのではないかなと思うので、幅広い年代に浸透させるよ

うな啓発ということを考えなくてはいけないのではないかと思うんですけれども、

そういった取り組みは今年度の中でありますでしょうか。 

議長（真井紀夫議員） 市長。 

市長（岩田昭人君） 年代については、さまざまな年代があります。 

 そういった、さまざまな年代の方々にやはり男女共同参画という意識を持って

もらうことが必要でありますが、これとて長い月日のかかる話であります。 

 しかし、現実に、例えば防災であったり、いろんな機会を捉えて、そういった

男女共同参画の観点というのは今まさに必要となっております。 

 先ほどちょっと言わさせていただいたように、防災の観点に女性の方の意見を

取り入れるとか、そういったことは大事な話でありますので、さまざまな中で、

昭和世代も含めて、男女共同参画の啓発に努めていきたいと思っております。 

議長（真井紀夫議員） ６番、濵中議員。 
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６番（濵中佳芳子議員） 今、市長のほうから防災という言葉を出していただきまし

た。 

 被災後も、災害以前の男女共同参画のときにも、また別の折の防災対策に対す

る質問のときでも質問をさせてもらっておりますけれども、やはり被災後の避難

所というところで、男性、女性の違いから来る、スムーズにいかない部分である

とかということが各災害地でクローズアップされてきました。それごとに、ぜひ、

避難所での女性の役割の重要性ということを御理解いただきたいというお願いも

してきております。男女の特性の違いですね、そこが理解できないと、やはりあ

あいったところでは悲しいことになるということはもう事例としてたくさん出て

きております。 

 そういった役割を明確にしていくであるとか、女性、男性の違いの理解を求め

るということに関して、以前に地域防災会議ですね、そこで女性の意見を出して

いただく、女性の役員さんの数をお尋ねしたときに、何十人いる中にやはり女性

が１人しかおりませんでした、この質問をした時点でですね。 

 それ以降、条例の中で市長が特別にお願いするところというのを決めてもらっ

て、しておりますけれども、その後、実際に人数はふえておりますか。今現状の

人数がわかれば教えていただければと思います。 

議長（真井紀夫議員） 市長。 

市長（岩田昭人君） 尾鷲だけの話じゃなしに、東日本大震災以後、やはりそういっ

た観点の見直しもされてきまして、防災会議におきましても、さまざまな形での

改革というのがされてきております。 

 防災会議そのものは、要するに役職指定というようなところがありますので、

それを何とか克服しようということで取り組んできましたら、今、女性が３人入

っていただきました。一つは、尾鷲市連合婦人会さん、それから、尾鷲商工会議

所の女性部さん、それから、尾鷲市民生委員児童委員協議会から女性委員の参画

をいただいております。こういった形で、これから女性の意見も防災会議に反映

させていただきたいと思っております。 

議長（真井紀夫議員） ６番、濵中議員。 

６番（濵中佳芳子議員） 冒頭でも申し上げましたように、男女全く同じように扱っ

てください、平等であるということではなくて、男性と女性ははなから違うんで

すということを理解しましょうということなので、そういった場所で女性の方が

意見を出す機会をふやしていただくことはありがたいと思っておりました。 
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 ありがとうございます。３人にふえたということで了解いたします。 

 次の質問に、実は資料を見ていただきたいなと思いまして、あらかじめタブレ

ットのほうに配信をさせていただいております。 

 今から通知を差し上げます。 

 よろしいでしょうか。 

 傍聴席のほうにはタブレットはございませんので、あらかじめ紙ベースで資料

をお渡しさせてもらっております。現在ワンセグを見ていただいている方には、

この資料がお見せできないものですから、申しわけないんですけれども。 

 これ、実は、２７年度初めにとられた市民アンケートの結果の中の施策の満足

度と重要度の散布図となっております。これ、以前は、東北大震災の直後には、

防災がもうＡの一番高いところにあったんですけれども、２７年になって、ちょ

っと防災意識、重要度が少し下がっております。これはまた別な話で置いておき

ますけれども。 

 この中ですね、それでも防災と危機管理であるとか、災害のあたり、あと、子

育て支援であるとか、まちづくりというものは重要度の高いＡの領域にございま

す。 

 一方で、今回テーマとさせてもらっております男女共同参画、重要度が低いと

してＤのところに、ある程度できているではないかというぐらいのＤの領域にご

ざいます。 

 これは、２７年度初めから始まりました、男女共同参画をもととした子育てや

人口減対策が始まる前のアンケートですので、こういった形なのかなという気は

しているんですけれども、市の方針としましては、防災であるとか、あと、まち

づくりであるとか、子育て支援のベースに、男女共同参画を取り入れていくんだ

ということが最初に説明されております。ですので、これ、市民の方にはまだ理

解がされていない時点でのアンケート結果なんですね。 

 ですので、これは男女共同参画を高めることによって、まちづくりであるとか、

子育てであるとか、災害に強いものであるとかということができ上がってくるん

だということを、もっと市民の方に理解をしていただく取り組みが必要かと思う

んですけれども、そのあたり、この表を見た感想でも結構です。そのあたりの取

り組み計画であるとか、そのあたりを少しお聞かせいただきたいと思いますけど、

いかがでしょうか。 

議長（真井紀夫議員） 市長。 
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市長（岩田昭人君） 市民の関心の深さを、例えば施策ごとに見るということも、こ

れは大事なことではありますけれども、しかし、それだけでは、議員が言われた

ように、ちょっとだめなんじゃないかということを感じます。 

 要するに、防災であって、しかも男女共同参画の観点からという、今、避難訓

練ですね、要するにＨＵＧの避難訓練をやりますと、三木里でもやらせていただ

きましたけど、ほとんどが女性なんです。 

 だから、そういう防災を考えるときに、男女共同参画の観点から考える、ある

いは子育てを考えるときに、同じように男女共同参画を原点に置いて考える、定

住、移住についても、そういったことを原点にして考えるという、そういう取り

組みが必要なんじゃないかなというふうに思っていますし、これから、冒頭にも

言わさせていただきました広報等を使って、そういう啓発もさせていただきたい

というふうに思っております。 

議長（真井紀夫議員） ６番、濵中議員。 

６番（濵中佳芳子議員） 市民の皆様に御理解をいただく、こういった取り組みの重

要性をわかっていただくということに関しまして、これはもう、冒頭の説明でい

ただきました５課連携というふうな話をしていただきました。今まで以前の縦割

りというような行政に比べれば、かなりの横つながりができてきていることは実

感できております。 

 さらに、やはりもう全てのことにおいて、ここに男女共同参画であるとか、子

育て支援という、あと、人口増ということに関しましては、もう全庁挙げて取り

組むべき項目であり、中心になるのがこの５課であったとしても、各課いろんな

事業を進める中ではそこを意識したものが必要かと思いますので、今後の行政運

営に関してはそこら辺をぜひしっかりと重要視していただきたいと思いますので、

これはお願いをしておきます。 

 次に、ごみのほうに移らせていただきます。ごめんなさい。その前にもう一点、

ちょっとまちづくりアンケートについて気づきがありましたので、ここもちょっ

とお知らせをさせていただきます。 

 これ、このときのアンケートの結果、考察の部分なんですね。ここにもやはり

同じように、満足度、重要度の散布図について考察がされているんですけれども、

このときにやはり、Ａ領域の高い分野とＤ領域の低い分野、それの考察が優先度

の高い分野、優先度の低い分野というふうな分析がなされているんです。 

 例えば、ここでは地域医療体制、防災と危機管理、これが優先度が高いと。あ
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と、男女共同参画、人権尊重は優先度が低いと考えられてしまっております、こ

の時点では。 

 そこはもう全て、別のものではない、同じようにして、これを考える上でこれ

が必要といったような、そういった意識づくりをお願いしたいと思って、この資

料も入れさせてもらいましたので、参考までに見ておいていただきたいと思いま

す。 

 それでは、ごみのほうに移りたいと思います。 

 もう一つ資料を送らせていただきます。 

 よろしいでしょうか。 

（発言する者あり） 

６番（濵中佳芳子議員） 資料は行きましたでしょうか。 

（発言する者あり） 

６番（濵中佳芳子議員） まだ行っていないですか。 

（「来た来た」と呼ぶ者あり） 

６番（濵中佳芳子議員） 行きましたでしょうか。 

 先ほど市長御説明いただいたように、可燃ごみの収集量について、これ、毎月

ホームページのほうで公表していただいております。有料前、２４年度から比べ

ての比較表でございます。説明いただいたように、２８年度になりまして、前年

度比のマイナスがこういうふうに連なっております。これはありがたいことだな

とは思うんですね。皆さん協力のもとに、ごみ収集量が減っているというふうに

思います。 

 が、思いますが、実は環境省のごみ量調査の中に、これを比較する資料として、

人口１人１日当たりの排出量というのがございます。これが実は２４年度、有料

前では三重県の中でもトップのほうにおりました。ごみが多くて大変ですよとい

う。それもあっての有料化であったんですけれども。 

 私が最初に申し上げたように、ごみ袋を値下げして、気が緩むのではないだろ

うかという、そこの懸念材料がありましたものですから、今回もこの１人当たり

の排出量、計算してみました。単純計算ですね。その月その月のトン数をそのと

きの人口で割ってみて、１人当たりを平均出してみました。 

 そうしますと、２７年度と２８年度の比較をしますと、ごみ量、総量は減って

おります。もちろん人口が減っておりますから、総量は減っておるんです。ごみ

施設に対しては、全体量が減るんだから、それでいいではないかという。それは
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そうなんですね。 

 新ごみ処理場に移るときのものも、恐らく総ごみ量かなと思うので、それはそ

れでいいんですけれども、やはり一人一人の住民の方が出すごみ量が減っていか

ないと、ごみが減っていかないどころか、ふえてしまっておりますと、ごみを少

なくしなければならないという意識が薄くなってきているのではないかという心

配になってくるわけです。 

 そこで計算をしてみました。今年度、２８年度３月分が出ておりませんので、

２月分までで計算をしてみましたところ、残念なことに、２８年度１人当たり、

ふえてしまっております。わずか数％なんですけれども。これ、例えば２月のと

ころを見ますと、前年との比較が１７.６６も減っているという数字になってお

りますけれども、ここなんか、２７年度はうるう年なものですから、１日多いん

ですね。これを日数で割りますと、ほとんど差がないんです。確かに少なくはな

っております。でも、ここに出ている数字ではなくて、１日当たりにすると、０.

０７しか減っておりません。 

 もう一つ、例えばここですね、５月。あと、マイナスとなっているところでも、

ここですね、９月。ここ、マイナス４.３７減っていますよとなっていますけど、

人口もそれなりに減っておりますので、１日当たり１人の排出量にしますと、ふ

えております。 

 こういった数字が出てきて、やはり削減意識、少し緩んでしまっているのかな

ということになってしまいます。 

 ただ、確かに底打ちではないのかなと思うぐらい、かなりの量が減っておりま

すので、もう皆さんにはできる努力がされているのかなとは思うんですけれども、

ただ、先ほどの説明の中で気になりました、ごみ質という、そこらあたりがあり

ました。 

 ごみの中にまだ、分別ごみとして分けられるものが入り込んでいる部分がふえ

ているというふうに言われておりますので、そのごみ質調査のことをもう少しさ

らに詳しく説明がいただければと思うんですけれども、お願いできますでしょう

か。 

議長（真井紀夫議員） 環境課長。 

環境課長（竹平專作君） それでは、ごみ質調査のことについて説明をさせていただ

きます。 

 本年度実施いたしましたごみ質調査につきましては、先ほども申させていただ
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いたところなんですけれども、確かに分別収集可能なものが含まれている割合に

ついては、全体で２６.７％になっております。 

 この２６.７％、そのうち、紙類が約１５％ということで、これにつきまして

は、年々増加傾向にあるということでございますので、こういった部分がやはり、

まだごみとして削減ができる部分ではないかというふうに思っております。 

議長（真井紀夫議員） ６番、濵中議員。 

６番（濵中佳芳子議員） そうですね。恐らく最初のころはかなりの頻度で、職員の

方たちがいろんな団体であるとか、地域を回って、分別の方法であるとか、こう

いったふうにして削減しましょうという啓発活動、あと、ごみコンテストである

とかという、意識づけをするためのものが多くなされておりましたけれども、こ

こ一、二年、やはり啓発ということに関しましては少し弱い気がしております。 

 そのあたりをできれば、さらに強化をしていただきたいと思うんですけれども、

最初の説明で、例えばワンセグを利用するとか、広報を利用するといったような、

そういった説明がされました。それももちろん有効であると思います。 

 そこで、もう一つ資料を見ていただきたいんですけれども、よろしいでしょう

か。 

 これ、また同じく市民アンケートの結果、市民の皆様がどういうふうに考えて

いるか。多くの市民の意向を市政に反映させるためには、どのようなことに力を

入れるべきだと思いますか。市民の皆さんは、広報紙やホームページなどによる

情報提供、これ、求められております。どういうことが要るんですかというのを

どんどん教えてくださいよ。それ以上に多いのが、直接的な対話機会の充実を求

められております。 

 できるだけ、やはり相互交流がある中で、市のやりたいということ、それに対

して市民の思っていること、そのやりとりをしましょうよということが、このア

ンケートの結果になって出てきております。 

 そういったあたりを思いますと、例えば福祉分野でも、健康増進のために「Ｏ

ｗａｓｅ ＨＡＰＰＹ」の皆さんが今すごく活躍をされております。 

 もう職員も行政改革の中で人数もかなり減らされてきておりますし、業務もか

なりふえております。その中で本当に、先ほど言っていただいたように、分別ご

み、瓶や缶の収集場、そこが、見回っていただく回数もふやしたりして、すごく

きれいになっておりますけれども、やはり限りがあると思います。 

 市長が掲げられた中の市民との協働という部分、そういったことをこういうと
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ころにこそ使うべきではないのかなと思うんです。 

 市民の皆様に、市が思っている減量策であるとか、減量方法であるとか、ごみ

をなぜ減らさなくてはいけないのか、もう少し細かいことを言いますと、なぜこ

っちのプラスチックはよいのに、なぜこっちが悪いのか。ただ単に、これだめで

すよ、これいいですよ、なかなかわかりにくいです。例えば、紙ごみも、全部紙

ごみなのに、何でこっちがよくて、悪いのか。 

 一方通行でホームページで発信、広報で発信されても、聞く機会がないと、や

はりそこで終わってしまうんですね。できれば相互にやりとりができる機会がふ

やしていただければと思うので、そういったところ、市民の有志の方々に、そう

いったごみ減量の認識を共通項として持っていただいた人たちに今度は町へ出て

いっていただく、これこそごみのおせっかい隊ができるのではないかなと思うん

ですけれども、そういった取り組み、いかがでしょうか。 

議長（真井紀夫議員） 市長。 

市長（岩田昭人君） 広報とか、今エリアワンセグを中心にやっておりますが、直接

対話を全然やっていないというわけじゃなしに、例えば婦人会の連合会の皆さん

と話し合いをしたり、あるいは小学生を対象に環境教育の中でそういった取り組

みをしております。 

 しかし、確かに言われるように、まだまだ弱いところがありますし、まだまだ

知っていただいて、さらに一人一人がごみの減量化に取り組んでいただかなけれ

ばならないという部分があります。 

 そういったことも含めて、ごみ質調査等をやっているわけでありまして、その

結果をやはり市民の皆さんに知っていただいて、総量で減っておりますけど、言

われるように１人当たりのごみ量としては、当初の三重県の中でもトップのあれ

からは随分減りましたけど、しかし、まだまだ減らしていく必要があると思って

おりますので、やはりまちづくりの中でごみの問題についても考えていくような

取り組みをこれから必要となってくると思っております。 

議長（真井紀夫議員） ６番、濵中議員。 

６番（濵中佳芳子議員） ありがとうございます。 

 本当にこれから新ごみ処理場もつくっていかなければならないときに、尾鷲が

頑張って減量する以上にほかの町も頑張ろうとしておりますので、その部分、尾

鷲、負けてはなりませんという気持ちでやっていただきたい。 

 もう一点なんですけれども、尾鷲市には食の基本計画を立てて、総合計画の中
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で進めている部分があります。ごみというものの中の大きく占めるところに生ご

み、あと、食べ残しであるとか、手つかずのものであるとか、食に関するものが

たくさんごみとして廃棄されている部分、その部分も減らしていくために、例え

ば東京の立川市なんかですと、小売店に少人数パック、それを例えば、はかり売

りにしてくださいとか、あと、飲食店への食べ残しの軽減のために、食中毒やそ

ういう規制を考えた上で、持ち帰りであるとか、そこでの小さなパックであると

かというものを行政からお願いして、食料残渣を減らすというような運動につな

がっている自治体がございます。 

 そういった食で守る基本計画の中の重点項目の中の食品廃棄やリサイクルに対

する意識というもののアンケートがされておりましたけれども、これが食で守る

上で何が必要かという１０項目の中の下から２番目になっておりました。 

 おそらく、この食の基本計画の中でこういった食物の残渣のことにも触れてい

ただく機会をふやすと、恐らくごみ軽減のほうとつながってくる。これも横の連

携によって行われてくるものではないかなと思いますので、ぜひこれは継続して

やっていただきたい問題だと思っております。 

 最後に、病院のことでございますけれども、ＤＰＣの制度移行に関しましては、

以前に質問をしましたときに、やはり高齢者もふえていることから、入院の短縮

ということに関しましては、地域包括ケアがきちんとでき上がってから後ではな

いと大変でしょうということを申し上げました。今も医療ビジョンであるとか、

そういった中でそういうことが考えられておりますので、そこは慎重にというこ

とだけを申し上げておきます。 

 あと、先ほどの冒頭で触れました公立病院改革プラン、これは経営に関してで

すので、初日の質疑の中ですとか、先ほどの三鬼議員の中でも経営に関して細か

い数字で説明をいただいておりますので、中身の細かいことを申し上げるつもり

はございませんけれども、総務省の公立病院改革プラン、これは平成１９年に一

度つくられて、今度二度目の要請となっております。 

 これの策定の目的というものが言われておりますけれども、公立病院の経営は

決してもうかるためだけのものではないと、やはり民ができないところを担う責

任があるということで、そういった一般会計からの繰り入れもしながらでも維持

をしていきましょうというものがあります。 

 ただし、公立病院の経営に関しての繰り入れなども含めて、やはり構造的に経

費の高騰というものが民間に比べて高くなっている問題とか、あと、医師不足の
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問題とか、やはり健全経営というものに関してが少し足りないのではないかとい

うことから、国のほうがこれを求めているものだというふうに記されております。 

 ただ、本当に医療の質の向上はもちろん必要です。でも、経営が続いていかな

ければ、それも何にもならないことになりますので、きちんと両輪で進めていく

ということを目的にプランを立てていただきたい。やはり公立病院は、持続可能

であってこその、その地域の宝となるものだと思っております。 

 ですので、そういった観点をきちっと見きわめた上での改革プランを示してい

ただいて、以前はその改革プランを出していながら、その検証をすることもなく

終わっておりますので、きちっと次の改革プランに関しましては、先ほど三鬼議

員の中で検討委員会の立ち上げはどうだというふうにも聞かれておりました。私

も、この改革プランを出された後には経営の毎年の見直しであるとか点検という

ことは怠りなくやっていただいて、総合病院が末永く尾鷲市の宝であり、皆様の

定住のよりどころになるものであることをお願いしたいと思います。 

 それを申し上げまして、きょうの一般質問は終わりたいと思います。もし、市

長、そのあたりで御意見がございましたら、お願いいたします。 

議長（真井紀夫議員） 市長。 

市長（岩田昭人君） おっしゃられるように、公立病院は継続して初めて市民の皆さ

んに貢献するということでありますので、さまざまな形で、今、改革プランも含

めて、それから、地域医療構想もあります。 

 そういった、いろんな構想の中で、あるいは地域包括ケアとの関係とか、そう

いった、たくさん難しい問題がありますけれども、何とか公立病院、尾鷲総合病

院を死守しなければならないと思っておりますので、また皆さんの御協力もよろ

しくお願いします。 

議長（真井紀夫議員） ６番、濵中議員。 

６番（濵中佳芳子議員） 済みません、一つ言い忘れたことがありました。 

 実は、先ほどの三鬼孝之議員も使っておりました病院経営分析というところを

見たときに、確かにいろんなところで考え直さなくてはいけない項目がたくさん

ありましたけれども、突出しているものがお医者さんの１人当たりの医業収入で

すね。これ、全国平均ですと１日当たり３０万円前後、規模にもよりますけれど

も、おおむね３０万円前後となっているところを、尾鷲市はその倍以上を１人の

先生の方にかかっております。三重県内の公立病院の中では一番多い６６万円と

なっておりました。 
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 収入として高ければいいのかという、そこらの辺の分析はありますけれども、

この１人の先生の負担というものを考えたときには、やはりさらに医師確保とい

うものが必要になってくるのかと思います。 

 そういった医業収益とお医者さんの数のバランス、そういったことも考えた医

療計画、医療経営計画というものが必要かと思いますので、先生方の御苦労には

感謝申し上げて、そういったあたりも要望申し上げたいと思います。 

 ありがとうございました。 

議長（真井紀夫議員） 以上で本日の一般質問は打ち切り、明日８日水曜日午前１０

時より続行することにいたします。 

 本日はこれにて散会いたします。 

〔散会 午後 ３時１０分〕 
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